
平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

青少年健全育成事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

青少年が年齢に応じた発達ができる環境をつくるため、学校・地域と連携して家庭教育や地域の教
育力の向上を図り、学校を支援する体制に努める。

対
象

市内青少年

10 5 1 290 頁 社会教育総務費

事
業
概
要

○郷土の先輩特別授業
　・三重、清川、緒方中学校で弁護士の「野仲厚治」さんから、弁護士になろうとしたきっかけや少年事件とのかかわりについて講演をいた
だいた。朝地、大野、千歳、犬飼中学校で緒方町出身の「首藤久雄」さんから、日韓ワールドカップや2020年東京オリンピック・パラリン
ピックの招致活動について講演をいただいた。
○子ども文化・芸能大会事業
　・11月9日（日）に開催された豊後大野市ふるさとまつりの行事にあわせて神楽・太鼓の発表の機会を設けた。
○放課後子ども教室事業
　・子どもの実体験を育むため県補助事業を活用し、緒方・大野・千歳・犬飼小学校児童を対象に絵画教室、陶芸教室、工作教室、いご・
しょうぎ教室、茶道教室、料理教室、ことばの教室、絵本つくり、手芸教室、竹細工教室、異文化教室、郷土学習等年間97回の学級を開
催した。
○成人式事業
　・Ｈ27年1月11日（日）にエイトピアで302名の参加により実行委員会形式により成人式を開催した。（対象者：407名）
○児童生徒農業体験活動事業
　・小学校６校で13名、中学校２校で７名、合計20名の参加により、「緑の奨学会」会員の支援を得て、野菜・稲の植え付け、除草作業、収
穫作業、そして販売まで、また炭焼き体験や各関係施設への社会見学等年間を通した農業体験活動を実施した。
○青少年健全育成大会事業
　・11月2日（日）エイトピアで約257名の参加により、豊後大野市次代を担う「豊後大野っ子」を育てる市民の集いを開催した。

342 3経常 郷土の先輩特別授業 中学校7校で特別授業 報償費 342 342

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 繰入金 一般

経常 子ども文化・芸能大会事業
郷土芸能を継承する
子どもの発表

報償費 211 71 71

192 96 3

3

臨時 放課後子ども教室事業
各種体験活動をとお
した各種の学習

需用費 4,663 288

経常 成人式事業 成人式の開催 報償費 717 627 141 486 3

422 3臨時
児童生徒農業体験活動事
業

農業体験に取り組む
「子ども農楽校」へ補
助金を交付

負担金補助
及び交付金

428 422

89 3経常 青少年健全育成大会事業
次代を担う「豊後大
野っ子」を育てる市民
の集いの開催

報償費 180 89

計 6,541 1,839 192 0 976 671
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

総合計画／後期基本計画において、基本施策（1-3-3）の重点施策としているた
め数値

子ども郷土芸能大会 ｃ 成人式 ｄ
次代を担う「豊後大野っ
子」を育てる市民のつどい

数値 目標 1回7校／年 目標 1回／年

－

活
動
指
標

指標 a 郷土の先輩特別授業 ｂ

成
果
指
標

指標名 社会教育の推進 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

社会教育の推進
－ －

目標 1件／年 目標 1回／年

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

回 1 回 1 回

－ － －

－

回

電子ゲームの普及により、スポーツ少年団等の活動以外は実体験活
動が不足し、運動能力の低下はもちろん、ひとの痛みや苦しみ、喜
び、達成感等を体感する機会が少なくなっている。

郷土の先輩
特別授業 回

1

100.0

1 回 1 回

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
子ども郷土
芸能大会 回

1 回

うち経常経費 1,160 2,698 1,129 3,004

％

各種の体験活動をふまえた事業を通して、達成感を得たり自信を身に
付け、生きる力を育む。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

2,507 3,805

対応（改善点等） 100 ％ 100.0 ％ 100.0
ｄ

次代を担う「豊後大
野っ子」を育てる市
民のつどい

回
1 回 1

理由

県　　費 488 458 192 1,086

市　　債
財
源

国　　費

100.0

課題
c 成人式 件

1 回

a

1,839 5,047
前年並

％

1 回 1 回

100.0 ％ 100.0 ％

回 1

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 8,974 9,546

事業費に係る人役 2.09 2.19 2.40

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 819 2,309 976 2,847 青少年健全育成のため、多様
な体験活動及び発表の場を提
供する必要があるため。

市　　債源
内
訳

継続 様々な状況に対応できる力を育むため、効果的な事業を実施すること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 1,200 1,038 671 1,114

うち経常 793 740 575 557

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
事業実施に適正な参加者数により実
施できたため。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
将来の明るい社会構築のため、次世
代を担う青少年健全育成事業が必要
である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

1.40

10,645 6,244

予定通りの事業を実施し、一定の効
果を上げることができた。

行政が責任を持った取り組みが必要
なため。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 社会教育総務事業
社会教育委員１３名
社会教育指導員６名

報酬 15,197 13,979

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

13,979 3

事
業
概
要

○社会教育総務事業
　　・社会教育委員会議を年２回定例会を開催し、社会教育計画の検討及び承認。

　　・社会教育委員の各種研修会（九州地区研究集会１回、県連絡協議会研修２回、豊肥地区合同研修会１回）へ参加した。

　　・豊後大野市の独自研修会を１回開催した。

　　・社会教育指導員を清川、緒方、朝地、大野、千歳、犬飼公民館に各１名配置し、社会教育事業の推進に努めた。

　　・社会教育団体（ＰＴＡ連合会、女性団体、青少年団体）に補助金を交付し、活動の支援に努めた。

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

豊後大野市の社会教育推進のため、社会教育委員会を開催し、社会教育計画を策定する。社会教
育委員としての資質向上のため各種の学習会への参加及び先進地研修等の実施。並びに社会教
育促進のため社会教育指導員を雇用し、事業を実施する

対
象

社会教育委員及び社会教
育指導員、社会教育関係
団体

10 5 1 292 頁 社会教育総務費 社会教育総務事業

計 15,197 13,979 0 0 0 13,979
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

13,979 14,383
前年並

％

1 件 1 件

100.0 ％ 100.0 ％

－

100.0

課題
c

社会教育計
画の策定 件

1 件

a

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費 16,561 14,452 13,979 14,383

地域住民が利用しやすいように、組織機構を含めた公民館のあり方を
検討する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

16,561 14,452

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

地域での公民館活用及び公民館クラブ生の新規加入も減少傾向にあ
り、公民館が地域住民の生涯学習の場としての存在が薄れてきてい
る。

社会教育委
員会議の開
催

回
2

100.0

5 回 5 回

150.0 ％ 125.0 ％ 125.0 ％

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
社会教育委
員研修 回

6 回

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

社会教育の推進
－ －

目標 １件 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

回 2 回 2 回

－ － －

－

社会教育委員研修 ｃ 社会教育計画の策定 ｄ

数値 目標 ２回 目標 ４回

－

活
動
指
標

指標 a 社会教育委員会議の開催 ｂ

成
果
指
標

指標名 社会教育の推進 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（5-1-1）の重点施策としているた
め数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

毎年の社会教育計画により、各種事
業が実施されている。

社会教育法等により行政が実施主体
となり、地域住民の支援と事業推進
に努めなければならない。

0.30

1,774 1,338

見直し
引き続き、社会教育及び公民館のあり方について方向性を検討するこ
と。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 16,561 14,452 13,979 13,883

うち経常 16,561 14,452 13,979 13,883

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
社会教育委員会議の開催で社会教
育計画が策定され、事業計画が決定
するため適切な手段である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
地域住民が心安らかに暮らせる地域
の確立のため、生涯学習の推進及び
社会教育の促進が重要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 0.40 0.30 0.40

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 500 社会教育事業の実施のため必
要な経費であるため。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 1,718 1,308
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 人権同和教育講座事業
連続講座及び各種団
体を対象に人権講座・
フィールドワーク

需用費 922 624

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 諸収入 一般

38 586 3

事
業
概
要

○人権同和教育講座事業
　・若い世代のリーダー育成のため、ＰＴＡを対象とした5回の連続講座及び公民館クラブ生、高齢者、女性団体、小・中学生を対象に人権
講座を開催し、人権教育の推進を図るとともに、フィールドワークの安全確保を図るため、危険個所の改修を行った。

○人権を学ぶ子ども会事業
　・三重東小学校、大野小学校、大野中学校で人権を学ぶ子ども会を開設し、より深く人権学習を深めるため放課後の時間帯を利用した
学習に取り組み、豊肥地区解放文化祭で学習の成果を発表した。

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

人権に関する正しい理解を深め、自らの問題として人権問題の解決に取り組む
対
象

市民・学校職員

10 5 3 296 頁 人権同和教育費 人権同和教育推進事業

計 1,782 1,483 0 0 38 1,445

経常 人権を学ぶ子ども会事業
児童生徒を対象に人
権を学ぶ子ども会を開
設

委託料 461 460 460 3

399 3399 399臨時 人権同和教育講座事業
フィールドワーク環境
の整備

工事請負費
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

1,483 1,262
前年並

－ －

－ －

－

－

課題
c

－

a

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費 1,014 1,096 1,084 1,262

各種の人権講座の開催により若い世代のリーダーを育成し、自分のこ
ととして捉え差別解消の態度が取れる人材育成に努める。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

1,014 1,096

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

人権に関する関心や認識は高まっているものの、人権8課題の問題は
解消されず、さらにインターネットでの差別的書き込み等新たな問題
が発生している。

講座回数 回
88

－

2,769 人 2,261 人

－ － －

－ －

b 参加人員 人
2,091 人

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

人権教育の推進
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

回 77 回 92 回

－ － －

－

参加人員 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a 講座回数 ｂ

成
果
指
標

指標名 人権教育の推進 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（6-2-1）重点施策のため
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

人権を学ぶ子ども会への参加が少な
いため。

行政の責任において推進しなければ
ならないため。

0.60

2,661 2,676

継続
引き続き、課題解決のための手法を検討し、効果的な事業実施を行うこ
と。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2

事業の方向性 評価内容

一般財源 973 1,027 1,445 1,262

うち経常 973 1,027 1,046 1,262

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
PTA等を通じて保護者を対象とした連
続講座を開催するなど、若い世代の
リーダーの育成に努めた。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市民一人ひとりが尊重され生きがい
を持って暮らせる環境作りのため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 1.20 1.20 0.60

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 41 69 38
平成26年度はフィールドワーク
現地の安全対策のため経費が
必要であったが、平成27年度
以降は経常経費のみのため。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 5,153 5,231
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

歴史民俗資料館運営事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

歴史民俗資料館を基本施設として、各支局と共に市民等へ文化財に接する機会や情報を提供し、
文化意識の高揚を図る。

対
象

市民

10 5 4 298 頁 文化財保護費

事
業
概
要

○歴史民俗資料館運営事業
　　　・歴史民俗資料の公開・展示・広報・講座、関係機関（神楽会館）への支援業務、資料館図書室運営業務
　　　　　古文書資料公開　８件
　　　　　常設展示：通年　　　市報広報：１２回　　　　神楽会館支援：１２回
　　　　　企画展示：４回（企画展示室、九州知事会、姫島黒曜石フォーラム、ジオパーク全国大会）
　　　・歴史資料調査・収集
　　　　　古文書資料調査（収集）：５件
      ・ジオパーク関係業務　巡検１２回、ツアー２０回、ガイド養成講座２２回、小中高ジオ出張講座３３回、ジオ地域学習会４４回
         （合計１３１回）

39 5,680 3経常 歴史民俗資料館運営事業 歴史民俗資料館運営 需用費 7,016 5,719

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

計 7,016 5,719 0 0 39 5,680

297



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

総合計画／後期基本計画において、基本施策（5-2-1）の目標としているため
数値

所蔵史料の常設展示回数 ｃ
調査研究の企画展示回
数

ｄ
講座・業務支援実施回
数(H25年度から)

数値 目標 － 目標 －

３４％以上

活
動
指
標

指標 a 史料整理・公開数 ｂ

成
果
指
標

指標名
文化財の保護・歴史伝統文化
の保全に対する市民の満足度

目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

文化財の保護・歴史伝統文
化の保全に対する市民の満
足度

－ －

目標 １回以上 目標 前年度並みの実施回数

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

件 5 件 8 件

－ － －

－

回
ジオパーク関係業務が前年度よりも更に増加している。

史料整理・公
開数 件

1

－

1 回 1 回

－ － －

－ －

b
所蔵史料の
常設展示回
数

回
1 回

うち経常経費 2,940 6,588 5,719 7,445

ジオガイドの養成を図り、市民からの要望に対応できるよう取り組んで
いる。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

5,920 6,588

対応（改善点等） － － －
ｄ

講座・業務支
援実施回数
(H25年度から)

回
34 回 71

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

－

課題
c

調査研究の
企画展示回
数

回
－

a

5,719 7,445
前年並

5 回 5 回

－ －

回 131

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 8,158 8,282

事業費に係る人役 1.90 1.90 1.90

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 44 38 39 2
ジオパーク活動や歴史学習が
活性化しており、前年並みの資
料館運営経費が必要であるた
め。

市　　債源
内
訳

継続
効率的な事務の実施及び、経費の削減を図りつつ、引き続き適切な運営
を行うこと。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 5,876 6,550 5,680 7,443

うち経常 2,896 6,550 5,680 7,443

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 市民に広く享受できている。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
歴史民俗資料館の従来の役割に加
え、ジオパーク拠点施設として期待さ
れている。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

1.90

8,428 8,474

前年度を大幅に上回る活動回数であ
る。

行政の必須時事項である。
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１．概要

文化財保護事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

指定文化財を始め埋蔵文化財の調査保護を行い、情報公開を進める中で、市民の保護意識の高
揚を図る

対
象

市民

10 5 4 300 頁 文化財保護費

事
業
概
要

　○国宝重要文化財等保存整備費事業（埋蔵文化財）
　　　・市内遺跡発掘調査
　　　　県指定坊ノ原古墳の前方部墳丘測量調査を行った。
　　　　秋葉鬼塚古墳の範囲確認のためトレンチ調査を行った。周辺地形測量を行った。
　　　・Ｈ２５年度の発掘調査成果についての概要報告作成を行った。
　　　　「豊後大野市内遺跡発掘調査概要報告書５」を刊行した。

　○埋蔵文化財調査事業（単独）
　　　・陣箱遺跡関係遺構・遺物の実測委託を行い、報告書刊行のための資料とした。

　○国宝重要文化財等保存整備費事業（菅尾磨崖仏）
　　　・国重要文化財である磨崖仏を保存するための覆屋の新築を行った。

　○指定文化財等調査保護事業（単独）
　　　・指定文化財の定期調査と管理委託を行った。

埋蔵文化財調査事業（単

1,133 825 3臨時
国宝重要文化財等保存整
備費事業（埋蔵文化財）

作業員賃金 賃金 2,046 1,958

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常
埋蔵文化財調査事業（単
独）

発掘調査作業等委託
料

委託料 3,618 3,527

8,197 5,938 3

3,527 3

臨時
国宝重要文化財等保存整
備費事業（菅尾磨崖仏）

覆屋新築工事請負
費

工事請負費 22,909 14,135

経常
指定文化財等調査保護事
業（単独）

九州地区民俗芸能
大会出場補助金

負担金補助
及び交付金

3,077 1,660 27 1,633 3

計 31,650 21,280 9,357 0 0 11,923
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

総合計画／後期基本計画において、基本施策（5-2-1）の目標としているため
数値

文化財の調査・記録保存件数 ｃ
市民への調査実績公開
回数

ｄ

数値 目標 － 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a 発掘調査の実施地区数 ｂ

成
果
指
標

指標名 文化財の記録保存 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

文化財の記録保存 回
－ 5 回

目標 １回以上 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

件 3 件 4 件

－ － －

回

指定文化財所有者による除草が困難な場所が増加している。

発掘調査の
実施地区数 件

5

－

5 件 5 件

－ － －

－ －

b
文化財の調
査・記録保存
件数

件
5 件

うち経常経費 1,523 3,259 5,187 4,972

所有者や地元自治区、文化財保護員と協働で対応を行っている。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

12,107 11,401

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費 160 160 1,290 992

市　　債
財
源

国　　費 2,839 3,252 8,067 6,208

100.0

課題
c

市民への調
査実績公開
回数

回
1 回

a

21,280 17,395
前年並

％

1 回 1 回

100.0 ％ 100.0 ％

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 9,017 9,589

事業費に係る人役 2.10 2.20 2.10

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 4,209 1,349 平成２６年度から文化的景観
事業が始まったので、平年並
みの予算が必要である。

市　　債源
内
訳

継続 手法を検討し、目的達成を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 4,899 7,989 11,923 8,846

うち経常 1,523 3,259 5,160 4,972

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 妥当である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 法で定められた遵守事項である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

2.10

9,315 9,366

文化財保護・調査が適切に行われて
いる。

行政の必須事項である。
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１．概要

図書館管理運営事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

市民の学習ニーズに応えるため、常に新鮮な情報・資料を収集し、情報センターとしての機能充実
を図る

対
象

豊後大野市民及び豊後大
野市近隣住民

10 5 5 302 頁 図書館費

事
業
概
要

○図書館館外事業・・・移動図書館車運行[対象：市内遠隔地利用者]

○図書館館内事業・・・蔵書の整備[対象：全市民]

○図書館教育事業・・・読書推進事業の開催[対象：全市民]

○図書館運営事業・・・図書館施設の整備・運営[対象：全市民]

図書購入(２，４９７冊）

1,806 3経常 図書館館外事業
ステーション（２３か所）
貸出冊数（２１，０３６
冊）

備品購入費 1,994 1,806

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 図書館館内事業
図書購入(２，４９７冊）
新聞雑誌購入（雑誌５
２誌、新聞４紙）

備品購入費 4,893 4,892 30

548 3

4,862 3

経常 図書館教育事業 行事開催（５７回） 報償費 605 548

経常 図書館運営事業 図書館運営全般 報酬 15,985 15,049 10 15,039 3

計 23,477 22,295 0 0 40 22,255
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

後期基本計画において基本施策（5-1-1）の重点施策であるため
数値

図書貸出冊数 ｃ 移動図書館利用者数 ｄ

数値 目標 50,000人 目標 100,000冊

－

活
動
指
標

指標 a 来館者数 ｂ

成
果
指
標

指標名
学習ニーズに即した
情報提供環境の整備

目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

学習ニーズに即した
情報提供環境の整備

－ －

目標 延8,000人 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

人 35,986 人 34,912 人

－ － －

－

市民の学習ニーズの多様化に伴い、一層の図書館機能の向上を図る
ことが必要である。

来館者数 人
38,047

76.1

94,821 冊 101,567 冊

92.5 ％ 94.8 ％ 101.6 ％

％ 72.0 ％ 69.8 ％

b
図書貸出
冊数

冊
92,518 冊

うち経常経費 24,980 20,836 22,265 23,427

新鮮な情報、資料を収集・提供する情報拠点として図書館機能の向
上を図る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

25,100 25,962

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

13,400

92.4

課題
c

移動図書館
利用者数

人
6,215 人

a

22,295 37,547
減額

％

7,284 人 7,394 人

77.7 ％ 91.0 ％

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 12,881 13,076

事業費に係る人役 3.00 3.00 3.00

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 138 12 40 24 前年度移動図書館車を購入し
たため。

市　　債源
内
訳

13,400

継続 市民ニーズを踏まえ、図書館機能の向上を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 24,962 25,950 22,255 24,123

うち経常 24,962 20,824 22,255 23,403

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 目的達成のため必要な手段である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
図書館法第１条及び社会教育法第３
条による。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

3.00

13,307 13,380

活動指標の推移により効果的であ
る。

図書館法第２条による。
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１．概要

スポーツ推進総務事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

誰もが気楽にスポーツを楽しめる環境を充実する
対
象

市民

10 6 1 304 頁 保健体育総務費

事
業
概
要

○ スポーツ推進総務事業
　　　・スポーツ推進委員報酬（35人、1,750,000円）
　　　・豊後大野市体育協会補助金（12,380,000円）
　　　・各地区スポーツ振興会補助金（7地区、7,795,971円）
　　　・総合型地域スポーツクラブ活動支援補助金（3地区、8,670,000円）
　　　・各種スポーツ大会出場補助金（11件、1,321,000円）

3,438 30,031 3経常 スポーツ推進総務事業
各種のスポーツ振興
補助金

負担金補助
及び交付金

36,215 33,469

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

計 36,215 33,469 0 0 3,438 30,031
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

生涯スポーツ活動への参加者数の増加を促し、一層のスポーツ振興を図る必
要がある数値

競技力の向上 ｃ 指導者の育成 ｄ

数値 目標 １，０００人 目標 県民体育大会総合８位以内

－

活
動
指
標

指標 a
総合型地域スポーツクラブ
の加入者数

ｂ

成
果
指
標

指標名 生涯スポーツへの参加 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

生涯スポーツへの参加
－ －

目標 ２５０人 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

人 789 人 814 人

－ － －

－

各世代の健康対策が指摘される中、年代に応じたスポーツ活動が身
近な地域で行えるよう学校、家庭、地域と連携した活動の場所の確保
と、一層のスポーツ振興が必要である。また、各種補助金の見直しも
必要である。

総合型地域ス
ポーツクラブの
加入者数

人
654

65.4

8 位 11 位

72.7 ％ 100.0 ％ 72.7 ％

％ 78.9 ％ 81.4 ％

b
競技力の向
上 位

11 位

うち経常経費 30,144 31,193 29,104 31,357

誰もが参加できるスポーツイベントや健康教室を実施し、生涯スポー
ツに親しむ機会を提供する。総合型地域スポーツクラブ、各町スポー
ツ振興会、スポーツ大会出場等の補助金の減額について検討する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

30,144 35,558

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費
財

国　　費

81.2

課題
c

指導者の育
成 人

216 人

a

33,469 35,057
前年並

％

222 人 203 人

86.4 ％ 88.8 ％

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 12,881 26,153

事業費に係る人役 3.00 6.00 5.50

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 5 4,097 3,438 3,288

県　　費

H25年度より総合型地域スポー
ツクラブが1団体、新たに発足
し、歳入、歳出とも増加してい
る。各種団体と協議の上、補助
金の減額を図っていく。

市　　債
財
源
内
訳

継続 補助金交付要綱等により、適正な運営を行うこと。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 30,139 31,461 30,031 31,769

うち経常 30,139 31,188 29,099 31,352

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 競技力の向上については検討する。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
競技スポーツをだけでなく、軽スポー
ツ、アウトドアスポーツ、介護予防ト
レーニングなどの普及に努める。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

5.50

24,396 24,530

県体11位、県内一周駅伝7位等、競技ス
ポーツの向上を図るとともに各町スポーツ
振興会等による市民参加のスポーツを推
進する必要がある。

スポーツ基本法では、国、地方公共
団体等において基本理念の実現を図
ることを具体的に規定している。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

スポーツ施設管理事業

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

スポーツ施設の有効活用を図り、適切な維持管理業務を行う
対
象

市民

10 6 2 306 頁 体育施設費

事
業
概
要

○ スポーツ施設管理事業
　　　・施設維持管理委託料（大野総合運動公園外、2,052,765円）
　　　・芝管理委託料（三重総合グラウンド外、11,016,000円）
　　　・体育施設管理委託料（三重町体育施設外、13,498,271円）
　　　・大原総合体育館指定管理料（27,000,000円）
　　　・光熱水費（16,592,393円）
　　　・修繕料（3,223,297円）
　＜スポーツ施設整備＞
     ・三重総合グラウンド野球場スコアボード電気工事請負費（1,242,000円）
     ・千歳総合運動公園夜間照明灯修繕工事請負費（853,200円）
     ・大野総合運動公園遊具修繕工事請負費（2,322,000円）
     ・犬飼総合グラウンド側溝敷設等工事請負費（3,708,720円）

　＜三重総合グラウンド本部棟改築工事＞
     ・三重総合グラウンド本部棟改築工事請負費（148,200,840円）
       調査設計監理業務委託料（3,780,000円）　手数料　（317,000円）
       　　　歳入　市債　社会体育施設整備事業（144,300,000円）

0 5,315 88,290 3経常 スポーツ施設管理事業
スポーツ施設維持管
理業務委託料

委託料 99,727 93,605

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

臨時 スポーツ施設管理事業
三重総合グラウンド本
部棟改築工事

工事請負費 165,330 152,298 144,300 7,998 3

計 265,057 245,903 0 144,300 5,315 96,288
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

スポーツ振興を図るためスポーツ施設を適切に維持管理していく必要がある
数値

スポーツ施設の利用者数 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a スポーツ施設の維持管理 ｂ

成
果
指
標

指標名
スポーツ施設の適切な
維持管理

目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

スポーツ施設の適切
な維持管理

－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

－ －

－ － －

－

スポーツ施設の老朽化により維持補修費が増大の一途をたどってい
る。

スポーツ施
設の維持管
理

－

－

274,742 人 308,176 人

－ － －

－ －

b
スポーツ施
設の利用者
数

人
245,008 人

うち経常経費 79,546 86,061 85,479 88,130

スポーツ施設の維持補修を行うとともに、公共施設の見直しの方針に
沿った対応を図る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

95,329 118,259

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費

各スポーツ施設の老朽化によ市　　債
財
源

国　　費 6,100

144,300

－

課題
c

－

a

245,903 94,221
増額

－ －

－ －

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 27,910 17,435

事業費に係る人役 6.50 4.00 5.50

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 10,788 5,153 5,315 5,300

各スポーツ施設の老朽化によ
り維持費が増大している。公共
施設の見直しによる方針を基
に施設の維持管理を行う。大
規模施設の修繕工事を計画し
ている。

市　　債源
内
訳

144,300

継続 課題に対応し、公共施設の見直し方針に則り業務を進めること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 84,541 107,006 96,288 88,921

うち経常 74,757 80,908 80,164 82,830

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
市民利用も多く、有効かつ適切に利
用されている

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
スポーツ施設の維持管理及び安全な
施設運営を行うため必要である

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

5.50

24,396 24,530

市内全地域で幅広い年齢層の市民
が利用する

利用者の安全確保のため行政の責
任を持った維持管理が必要である
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

公民館管理運営事業

課　名 教育委員会支局（公民館）

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

社会教育及び生涯学習の推進
対
象

一般市民

10 5 2 294 頁 公民館費

事
業
概
要

　○公民館施設管理事業・・・公民館施設の管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・公民館７館、分館４館（菅尾・白山・小富士・上緒方）

　○公民館運営事業・・・領域別社会教育の推進と生涯学習の推進

　○自治公民館整備支援事業・・・各自治公民館の新築・改修にかかる補助（補助率：20％）
　　　　・新築　１件（三重町宇対瀬区）
      　・改修　４件（三重町下赤嶺東区、清川町砂田区、緒方町小原区、朝地町池在区）

4,088 34,577 1経常 公民館施設管理事業
公民館施設の維持・管
理

需用費 47,715 38,665

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

臨時 公民館施設管理事業
緒方公民館消火設備
設置工事

工事請負費 2,985 2,685

11,663 1

2,685 1

経常 公民館運営事業
領域別社会教育の
展開

報酬 14,577 11,663

臨時 自治公民館整備支援事業
自治公民館の新築・
改修補助

負担金補助
及び交付金

3,000 1,858 1,858 1

計 68,277 54,871 0 0 4,088 50,783
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

総合計画／後期基本計画（基本施策５-１-１）による
数値

公民館講座・教室数 ｃ ｄ

数値 目標 210件 目標 50件

－

活
動
指
標

指標 a 自主クラブ数 ｂ

成
果
指
標

指標名 生涯学習機会の提供 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

生涯学習機会の提供
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

件 207 件 202 件

－ － －

－

領域別社会教育事業及び生涯学習事業への参加者が固定の傾向に
ある。

自主クラブ
数

件
212

100.9

51 件 56 件

110.0 ％ 102.0 ％ 112.0 ％

％ 98.6 ％ 96.2 ％

b
公民館講
座・教室数

件
55 件

うち経常経費 60,397 57,482 50,328 47,579

効果的な公民館運営方法の検討及び実際生活に即した文化的教養
をつけるため住民が自ら学習に取り組むための支援に取り組む。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

67,596 89,006

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

－

課題
c

－

a

54,871 50,579
前年並

－ －

－ －

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 46,416 49,298

事業費に係る人役 10.81 11.31 7.60

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 3,275 3,858 4,088 3,483 平成26年度から27年度にかけ
て、公共施設見直しにより予算
が削減となったため

市　　債源
内
訳

継続
引き続き、課題に対応し、公共施設の見直し方針に則り業務を進めるこ
と。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 64,321 85,148 50,783 47,096

うち経常 57,153 53,624 46,240 44,096

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 総合計画の項目であり妥当である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市民の健康と生きがい、コミュニティ
づくりに必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

7.70

33,710 34,342

社会教育及び生涯学習の振興に寄
与している。

法令に定められている。
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